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令和二年総務省令第十一号 

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法

律施行規則 

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（

令和元年法律第六十四号）第三条第二項及び第六項、第五条第一項、第二項、

第四項、第五項及び第六項、第八条並びに第十一条第一項及び第二項の規定に

基づき、並びに同法を実施するため、地域人口の急減に対処するための特定地

域づくり事業の推進に関する法律施行規則を次のように定める。 

（認定の申請手続） 

第一条 地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する

法律（令和元年法律第六十四号。以下「法」という。）第三条第二項の総務

省令で定める書類は、次のとおりとする。 

一 定款 

二 登記事項証明書 

三 役員の住民票の写し及び履歴書 

四 事業計画及び収支予算 

五 最近の事業年度における貸借対照表及び損益計算書 

六 当該事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十

一号）第三条第一号に規定する事業協同組合をいう。以下同じ。）が労働

者派遣事業（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。以下「労働者派遣法」という

。）第二条第三号に規定する労働者派遣事業をいう。以下同じ。）を行お

うとするものである場合にあっては、次に掲げる書類 

イ 派遣労働者（労働者派遣法第二条第二号に規定する派遣労働者をいう

。以下同じ。）のキャリアの形成の支援に関する規程 

ロ 労働者派遣事業を行う事務所ごとに選任する派遣元責任者（労働者派

遣法第三十六条に規定する派遣元責任者をいう。以下同じ。）の住民票

の写し、履歴書及び受講証明書（労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の保護等に関する法律施行規則（昭和六十一年労働省令第

二十号）第二十九条の二第一号に規定する講習を修了したことを証する

書類をいう。以下同じ。）並びに当該派遣元責任者の精神の機能の障害

に関する医師の診断書（当該派遣元責任者が精神の機能の障害により認

知、判断又は意思疎通を適切に行うことができないおそれがある者であ

る場合に限る。） 

ハ 派遣労働者の解雇に関する規程 
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ニ 派遣労働者に対する休業手当に関する規程 

ホ 労働者派遣事業を行う事務所ごとの個人情報の適正管理及び秘密の保

持に関する規程 

ヘ 労働者派遣事業に関する資産の内容及びその権利関係を証する書類 

七 その他都道府県知事が必要と認める書類 

２ 法第三条第一項の認定の申請をした事業協同組合の地区をその区域に含む

市町村の長は、同条第五項（法第五条第三項及び法第六条第五項の規定によ

り準用する場合を含む。）の規定により、都道府県知事に意見を述べるとき

は、あらかじめ、次に掲げる者の意見を聴くものとする。 

一 当該事業協同組合に係る関係事業者団体（法第三条第三項第四号に規定

する関係事業者団体をいう。） 

二 当該事業協同組合の地区をその区域に含む市町村の区域において業務を

行うシルバー人材センター（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭

和四十六年法律第六十八号）第三十七条第二項に規定するシルバー人材セ

ンターをいう。） 

三 当該事業協同組合が労働者派遣事業を行おうとするものである場合にあ

っては、当該事業協同組合の地区をその区域に含む市町村の区域において

労働者派遣事業を営む事業者を代表する者 

３ 法第三条第二項第六号の総務省令で定める事項は、当該事業協同組合がそ

の職員をその地区外において事業を行う者の事業に従事させようとする場合

における地域の範囲とする。 

（認定の公示） 

第二条 法第三条第六項の総務省令で定める事項は、当該事業協同組合がその

職員をその地区外において事業を行う者の事業に従事させようとする場合に

おける地域の範囲及び法第七条の規定により付された条件とする。 

（軽微な変更） 

第三条 法第五条第一項の総務省令で定める軽微な変更は、当該事業協同組合

の地区又は第一条第三項の地域の名称の変更に伴う変更とする。 

（変更の認定の申請手続） 

第四条 法第五条第二項の総務省令で定める書類は、次のとおりとする。 

一 定款 

二 事業計画及び収支予算 

三 その他都道府県知事が必要と認める書類 

（変更の届出） 

第五条 特定地域づくり事業協同組合（法第二条第三項に規定する特定地域づ
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くり事業協同組合をいう。以下同じ。）は、法第五条第五項の規定による届

出のうち、労働者派遣事業を行う事務所の新設に係る変更の届出を行う場合

には、当該新設する事務所に係る第一条第一項第四号及び第六号イからヘま

でに掲げる書類を添付しなければならない。ただし、当該特定地域づくり事

業協同組合が労働者派遣事業を行っている他の事務所の派遣元責任者を当該

新設する事務所の派遣元責任者として引き続き選任したときは、同項第六号

ロに掲げる書類のうち履歴書及び受講証明書（選任した派遣元責任者の住所

に変更がないときは、住民票の写し、履歴書及び受講証明書）を添付するこ

とを要しない。 

２ 特定地域づくり事業協同組合は、法第五条第五項の規定による届出のうち

、労働者派遣事業を行う事務所の新設に係る変更の届出以外の届出を行う場

合には、第一条第一項に規定する書類のうち当該変更事項に係る書類を添付

しなければならない。 

（変更の届出の公示） 

第六条 法第五条第六項の総務省令で定める事項は、当該変更に係る事項とす

る。 

（廃止の届出） 

第七条 法第八条の規定による届出をしようとする特定地域づくり事業協同組

合は、当該特定地域づくり事業（法第二条第四項に規定する特定地域づくり

事業をいう。）を廃止しようとする日の三十日前までに、その旨を都道府県

知事に届け出なければならない。 

（事業計画等） 

第八条 法第十一条第一項の事業計画及び収支予算の提出期限は、毎事業年度

における事業年度の開始の日の前日とする。ただし、法第三条第一項の規定

による認定を受けた日の属する事業年度においては、この限りでない。 

２ 特定地域づくり事業協同組合は、事業計画又は収支予算を変更したときは

、遅滞なく、変更した事項及びその理由を記載した書面並びに当該変更後の

事業計画又は収支予算を都道府県知事に提出するものとする。 

（事業報告書等） 

第九条 法第十一条第二項の事業報告書及び収支決算書の提出期限は、次の各

号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限とする。 

一 事業報告書 毎事業年度における事業年度の終了の日の属する月の翌月

以後の最初の六月三十日 

二 収支決算書 毎事業年度経過後三月が経過する日 

２ 前項の収支決算書については、貸借対照表及び損益計算書をもって代える
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ことができる。 

 附 則 

この省令は、令和二年六月四日から施行する。 


